
第6章 DX推進の重点指針第７章 基本施策と具体的な取り組み事例第4章 基本方針と基本目標
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総合計画 情報基本計画

子育て分野のDX推進：
子育て支援情報のプッシュ通知の拡充
電子母子健康手帳アプリ等の推進

★学校教育分野のDX推進：
校務支援システムの利活用促進
タブレット端末の利活用促進

地域産業のDX支援：
中小企業の生産性向上に資するデジタル技術導入の促進

スマート農林業の推進：
ロボット、AI、IoT等を活用したスマート農業技術の実装支援

★「書かない・待たない・行かない」窓口の推進：
かんたん窓口の拡充、行政手続きのオンライン化拡充

★行政事務の効率化：
生成AIの活用、ノーコードツールやRPA等の活用

デジタル基盤の最適化：
庁内ネットワーク構成（三層分離）の見直し

オープンデータの推進：
二次利用しやすいオープンデータの公開

★DX人材の育成と組織づくり：
DX推進人材の育成と外部専門人材活用

観光・交流のDX推進：
人流データ等を活用した観光戦略
多言語対応やデジタルマップ等による観光客の利便性向上

＜基本目標１＞
DXによるスマート子育て・学びの環境の実現

＜基本目標２＞
DXによる競争力の高いなりわいの実現

＜基本目標３＞
DXによる安心安全なくらしの実現

＜基本目標４＞
DXによるスマート自治体の実現

★情報発信の推進：
SNS等を活用した「プッシュ型通知」の導入・拡充

防災・生活基盤の高度化：
鳥獣被害対策等におけるIoT・データ活用の推進

1.計画の概要（第１章）

・前計画で掲げた「三方良し」の理念と基本方針「”うきう
き””わくわく”するデジタル社会」の実現を目指す方針を継承
する。
・これまでの課題に加え、「生成AI」などの急速な技術進展
や社会情勢の変化に柔軟に対応する。
・単なるデジタル活用にとどまらず、社会変革をもたらす実効
性のある計画として、DXをさらに推し進めるために策定する
もの。

１ 計画策定趣旨

・総合計画に掲げるまちづくりの将来像の実現に向け、総合
計画や各個別行政計画との整合性を図りつつ、総合計画
の各政策分野のDX・デジタル活用方針を示す個別計画
（任意）として位置付ける。
・あわせて、北上市官民データ活用推進計画（努力義
務）、北上市自治体DX全体方針（任意）、北上市シ
ステム整備計画（必須）として位置づける。

２ 計画の位置づけ

＜計画期間＞
令和８年度(2026年度)～令和12年度(2030年度)
・最上位計画である北上市総合計画との整合を図るため、
５年間とする。
・社会情勢等に対応するため、毎年度見直す「北上市総合
計画アクションプラン」に基づき推進する。
・事業の具体化は、予算編成と連動させ柔軟性と計画性を
確保し、毎年度、評価・検証・見直しを行う。

３ 本計画の期間と進捗管理

・「情報戦略本部」で計画の推進。
・「情報戦略委員会」で各種情報化施策の進捗管理。
・「北上市CSIRT」で情報セキュリティ対策やインシデント対応。
・特定の施策を推進にあたっては「特定施策専門部会」を設
置。
・都市プロモーション課情報政策推進室が庶務を執り行う。

４ 計画の推進体制

第3章 当市の現状と課題

2.計画の構成（第２章～第７章 社会動向、現状課題、基本目標・基本施策、DX推進の重点指針）

※総合計画の各政策分野のDX・デジ
タル活用方針を示す個別計画としての
位置づけであることから、総合計画の政
策基本目標「ひと」「なりわい」「くらし」「し
くみ」の各分野に紐づける形で計画の基
本目標を設定。

第2章 情報化を取り巻く社会動向等

(3)国の各分野におけるデジタル活用の流れ
① 子育て・教育
必要な情報を自動で届ける「プッシュ型支援」
や、タブレット等の活用による「個別最適な学
び」が進んでいる。

② 産業・なりわい
中小企業や農林業における生産性向上（ス
マート化）や、データに基づく観光地経営が求
められている。

③ くらし・安全
医療情報の連携や公共交通機関等による移
動の利便性を高めるMaaSの普及、災害時の
デジタル活用（防災DX）が進められている。

④ 自治体
「書かない・待たない・行かない」窓口への転
換や、AI活用による業務改革（BPR）が加速
している。

(4)岩手県のDX推進方針
① ３つの柱による推進
「行政」「産業」「社会・暮らし」の３
分野でのDX推進と、それを支える
「基盤整備」に取り組んでいる。

② 県内自治体への支援
デジタル化の取組が進んでいない県
内自治体に対し、県が主導して支援
や連携強化を進めることとしている。

③ 人材不足等の課題解決
産業分野におけるデジタル人材の
不足解消や、医療・教育分野でのデ
ジタル活用などを重点的に取り組むこ
ととしている。

(1)社会動向
少子高齢化、人口減少下での行政
機能維持にはデジタル活用が重要であ
る。効率化で生み出した時間をサービス
向上につなげるとともに、セキュリティ確保
も必須である。

(2)国が目指すデジタル社会の方向性
① デジタル社会の基本原則
「誰一人取り残されない、人に優しいデ
ジタル化」を基本原則としている。

② AI・新技術の徹底活用
行政サービスの質を維持・向上させるた
め、生成AIなどのテクノロジーを行政で活
用する方針が示されてる。

③ デジタル人材の確保・育成
社会全体のデジタル化を支える基盤と
して、「デジタル人材の確保・育成」を重
要施策と位置づけている。

凡例 ★：重点的取組施策
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(1) 基本目標１「DXによるス
マート子育て・学びの環境の
実現」
＜取組＞
・オンライン相談環境の整備
・「北上市こども療育ネットワー
ク」の整備
・子育てLINEの導入
・校務支援システムの整備
・博物館収蔵品システムの整
備など。
＜評価＞
タブレットを活用したオンライン
相談や、「子育てLINE」による
プッシュ型通知の導入に加え、
官民連携による「北上市こども
療育ネットワーク」がいわてDX
大賞「官民協働・連携賞」を受
賞するなど、先進的な支援モデ
ルを構築できた。
＜課題＞
校務支援システムの導入は
進んだものの、利活用が進まず
目標を下回った。オンラインによ
る欠席報告などのシステムの有
効性に関する学校への周知が
不足し、学校間で取組状況に
差が生じた。今後は保護者や
現場視点に立った利活用促進
が課題である。

(2) 基本目標２「DXによる
競争力の高いなりわいの実
現」
＜取組＞
・PAYPAYキャッシュバックキャン
ペーン
・３次元ものづくり技術人材育
成セミナー
・スマート農業セミナー
・鬼の館、博物館の多言語化
対応など。
＜評価＞
セミナー等の開催による人材
育成の取組では目標の開催
回数を上回ったほか、PAYPAY
キャッシュバックキャンペーンの実
施により、市内経済の活性化
や事業者・市民のキャッシュレス
決済の利用促進に寄与した。
＜課題＞
博物館・鬼の館ともに収蔵品
管理システムを導入し、同シス
テム付属のアプリを利用した収
蔵品の一部公開や多言語解
説の準備を進めているが、今後
は専門性を考慮しつつ、生成
AI等を活用した翻訳作業を検
討する必要がある。

(3) 基本目標３「DXによる
安心安全なくらしの実現」
＜取組＞
・かんたん窓口システム導入
・ オンライン手続きの拡充
・電子契約システム導入
・一次避難所のWi-Fi整備
・スマートフォン講座など。
＜評価＞
かんたん窓口システムの導入
や、一次避難所のWi-Fi整備
率100%達成に加え、電子契
約システムの導入により入札か
らの一連の手続きがデジタル化
されるなど、環境整備が着実に
進んだ。また、スマートフォン講
座については、民間活用により
市民の方の参加機会が確保さ
れたため、本事業は完了とした。
＜課題＞
「かんたん窓口システム」の導
入は進んだものの、業務手順
の見直しが断片的になってし
まったこともあり、手続きの導線
の改善が不十分であった。
今後は、市民の利便性向上
に向けて、市民視点での業務
改革と組織的に他課と連携し
た対象手続きの拡充を一体的
に進めることが必要である。

(4) 基本目標４「DXによるス
マート自治体の実現」
＜取組＞
・業務システムの標準化対応
・情報セキュリティ研修
・DXマイスター認定など。
＜評価＞
情報セキュリティ研修の受講
率100%達成や国のスケ
ジュールに沿ったシステム標準
化への対応など、基盤となる取
組は順調に進んだ。
＜課題＞
「DXマイスター認定数」につい
ては、人事評価との連携不足
等により、制度導入に至らな
かった。
しかしながら、今後のDX推進
にDX人材の育成は不可欠で
あることから、人材育成施策と
合わせた検討が必要である。

① 客観的なデータ活
用と市民視点での価値
創出

④ 情報セキュリティの確
保とリテラシーの向上

② 常識や前例にとらわ
れない変化への挑戦

③ 組織の壁を越えた
連携と共創


